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１．はじめに によって利用者便益計測の重要性を示す。また、利

用者便益を求めることが計画に対する意思決定・合

意形成に向けて効果的であることを、早期開業効果

について分析することによって示す。 

 整備新幹線の効果はこれまで、国土の均衡や地域

の発展といったような抽象的な表現で語られること

が多かった。またその効果を定量的に計測する場合

においても経済波及効果のように実感が伴いにくく、

しかも不確定要素の大きい指標で評価されがちであ

った。地域の発展や、経済の活性化も新幹線整備の

重要な効果であるが、これらの効果は新幹線のみに

よってもたらされるものではなく、また、年月を経

て徐々に形成されていくものであるため、その効果

の大きさや発現時期を明確に示すことは難しい。 

 

２．これまでの整備新幹線に対する評価 

（１）整備新幹線への一般的評価とその信頼性 

 整備新幹線は一部マスコミの報道等によれば、採

算が悪く、費用対効果も小さいとされている。近年

の代表的な記事として文献2)3)4)などがあげられる

が、いずれの記事も採算や効果には問題があること

を前提としている。しかしながら、採算や効果につ

いて実際に計算を行った文献などその根拠となる資

料の出処は示されていない。報道記事は根拠を示し

たうえで記述されるのが普通であるが、整備新幹線

の採算や効果については根拠を示すことなくこのよ

うな認識が表明されており、検証する必要もないと

思えるほどこの認識が定着しているようである。 

 一方、新幹線整備による直接的な効果は所要時間

が短縮されることであり、それは開業即日から誰も

がはっきりと認識できる効果である。また、その効

果の大きさは相当な確実性をもって計算することが

できる。しかしながら、不思議なこととも言えるほ

ど、整備新幹線については所要時間の短縮による利

用者便益を計測した事例は少ない。都市間の短縮時

間そのものを記した事例は極めて多いが、その時間

を価値換算して利用者人数分を積算した利用者便益

が示されている例は研究論文としてわずかに見られ

る程度１）であり、数多い調査報告書や報道等にお

いてはほとんど言及されていない。また、着工区間

の選定など意思決定や合意形成のための情報として

も言及されることは少なく整備新幹線の評価におい

て重要な役割を果たしている状況ではない。 

一方、近年のデータを用いて実際に計算を行った

研究・報告書等において採算や効果の面で他の公共

事業よりも劣ることを示しているものはない。民間

事業と同等レベルの採算であるとは言えないものの、

他の公共事業との比較においては群を抜く採算であ

ることは明白であり、環境や安全面での効果を含め

て費用対効果の面でも優れていると考えられるよう

になっているが、一般にそのような認識が定着して

いるとは言えない。先入観によって根拠無く論評す

る側にも問題はあるものの、整備効果に関して信頼

度の高い情報がわかりやすい形で示されていないと

いうこともその一因であると考えられる。 

 本研究では、まずこの最も基本的な効果であり、

最も確実に計測することができるはずの利用者便益

が評価に用いられていないことによる問題点を、整

備新幹線に対する一般的な評価の状況も踏まえて考

察する。次に、具体例を用いて整備新幹線の利用者

便益を算出し、相当な大きさになることを示すこと 

 

（２）整備新幹線の公的評価とその信頼性  

  整備新幹線の効果を公式に示したものとしては、

2000年12月18日付政府与党申合せの際に示された新

規着工区間に関するもの5）があり、表1に示すよう

に需要および収支改善効果と、便益(総生産の増加

額)が記されている。1998年の政府与党整備新幹線
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表 1 公表されている整備新幹線の需要と効果 （脚注も含めてすべて文献５）による） 

 北陸新幹線
上越～糸魚川間及び新黒部～富山間 

九州新幹線
博多～船小屋間 

収支の前提となる需要予測結果 
（人キロ／日・ｋｍ・往復） 

約１７．０千人 約２８．５千人 

参考 富士総研の需要予測結果 約１７．５～１８．５千人 約２８．５～２９．５千人 
開業１０年経過 約６５億円 約９０億円 

収
支
採
算
性 
収支改善効果 
年平均概算額 開業２０年経過 約７５億円 約９５億円 

総便益（Ｂ） 約８，２４０億円 約５，５００億円 
総費用（Ｃ） 約３，８７０億円 約２，６８０億円 
Ｂ－Ｃ 約４，３７０億円 約２，８２０億円 

費
用
対
効
果 Ｂ／Ｃ 約２．１３ 約２．０５ 

※収支改善効果の年平均概算額は、開業後１０年目から１１年目、２０年目～２１年目の平均 

※総便益は、当該区間の開業に伴う時間短縮による沿線県内の総生産増加額を５０年間累計し現在価値化したもの 

※総費用は、平成９年４月価格による各年度毎の工事費等を累計し現在価値化したもの 
 

検討委員会の資料6）にも同様の項目が記載されてお

り、整備新幹線の意思決定の際の最も基礎となるも

のとしてこれらの指標が定着している状況である。 

 一方、前述した文献2)3)4)は、この結果が示され

た時期に発行されたものであるが、「おそらく費用

対効果を厳しく査定すればこれらの事業は予算化に

耐えられないであろう2）」といったように、公表さ

れた数値とは全く異なる見解を表明している。根拠

を全く示していないうえに類推表現であるので主張

の信頼性は乏しいが、少なくともこのことを前提と

して記事が展開されている。 

 公表された値は、表1に示すように需要の予測値

については民間シンクタンクによる計算値も併記さ

れているので、単純な間違いや恣意的に誇張された

ものであるとは考えにくい。にもかかわらず、それ

とは全く異なる見解が表明される理由には、下記の

ような点が考えられる。 

①計算過程が開示されておらず第三者による計算の

再現性がないこと。民間シンクタンクの計算値併記

はこの点での信頼度向上を意図したものと思われる

が、計算過程そのものが示されなければ、この点に

ついての十分な信頼を得るのは難しいと考えられる。 

②算出されている効果(総便益)が、総生産の増加額

という不確実で間接的なものであること。実際の値

は誰にもわからないため、安易な効果の誇張も可能

であるし、逆に受け手の側も検証せずに安易な批判

をすることが可能であること。 

③整備新幹線については一種の先入観が定着してい

ること。国鉄時代には採算や効果に疑問があるとい

う認識は当然であると考えられていたが、鉄道をと

りまく環境は、国鉄改革以降大きく改善されており、

かつての整備新幹線計画と現在のそれとでは全く異

なる状況にあるが、そのことは必ずしも正確に認識

されていないと考えられる。 

 以上のような理由のため、近年のデータから示さ

れている良好な整備新幹線の実態が正確に国民に伝

えられている状況には至っていないと考えられる。 

 
３. 利用者便益による評価 
（１）利用者便益を計測することの必要性 

 従来の多くの鉄道計画においては事業者に帰属す

る便益である採算性が意思決定の重要な基準となっ

ており、所要時間の短縮効果をはじめとする利用者

便益については、近年まで、明示的に考慮されるこ

とが極めて少なかった。鉄道整備は利用者の利便性

を向上させることが目的であるので、利用者便益を

評価すべきことは当然であるが、特に利用者便益の

大きい整備新幹線はそれを明示的に評価してこなか

ったことによる影響を大きく受けている。 

 一方、表1に示されている総生産の増加などの効

果は、時間短縮効果が波及して生じるものであり、

効果を別の側面から計算するものである。一般的に

は直接効果より大きくなるためこの効果が強調され

てきたという側面があると考えられる。しかしなが

ら、公共事業を客観的な立場から評価する際には、

不確実な数値は説得力が高いとは言えず、より確実

に捉えられる効果を堅実に予測した結果を示す方が、

たとえその数値の方が比較の上で小さくても説得力

は高いと考えられる。 



表 2 新幹線の需要の種類 
需要の種類 予測精度 

A．在来線特急利用からの転換 
B．経路の変更による需要 

高い予測精度 

C．飛行機利用からの転換 
D．自動車利用からの転換 

比較的高い予

測精度 
E．新たに発生する需要 不確定要因有 
F．将来の成長分 予測難しい 

（２）確実でわかりやすい評価値を示す必要性 

 これまでの整備新幹線の効果の主張は、このよう

な点から必ずしも説得力が高くなく、結果的にその

便益が正確に認識されてきたとは言えないと考えら

れる。より確実性の高い便益評価を行っていくこと

が求められており、便益のなかでも確実に把握でき

る利用者便益を求めることが、整備新幹線プロジェ

クトが公正に評価されるために有効であると考える。 

 また、発現時期が不確実な効果からは整備時期に

関する議論に有効な知見を提示し得ないことが、整

備新幹線プロジェクトが長年にわたって進んでこな

かったことの一因ともなっている。現在のように開

業までに長い期間をかけて段階的に整備していく方

法よりも早期に建設して便益を早く発生させる方が

全体として有利であるが、経済波及効果のような間

接的な効果の場合は、効果の発現時期が明確ではな

いため開業時期に関する議論が行いにくい。それに

対して、利用者便益は効果の発現時期がはっきりす

る点においてこのような議論に有効である。 

  

４. 利用者便益の計測 

（１）需要の種類と予測の確実性 

 利用者便益は需要を過大に見積もらなければ確実

な値を算出できる。表2は、堅実な需要予測値を求

めるため開業後の新幹線の需要をわかりやすく分類

したものである。表中のＡ～Ｄは、現在すでに発生

している需要から算出できるので、現況データを用

いてかなり正確に予測することができる。特に、Ａ

とＢは現況の鉄道利用者であり確実性は高い。Ｃと

Ｄは現況の数値は把握できるがどれだけが転換する

かについての分析は必要である。一方、ＥやＦは、

現時点においては発生していない需要を予測するこ

とになり、信頼度の高い予測をすることは難しい。 

そこで、以下ではＡとＢ、及びＣのうちほぼ確実

に転換すると考えられる部分のみによって予測値を

算出する。不確実な要素を含む他の需要を一切含ま

ない値を算出することによって最も堅実な予測値を

算出するものである。 

（２）需要と総便益の算出 

 具体事例として北陸新幹線の長野・大阪間の整備

による需要とそれによって求まる事業者便益と利用

者便益を算出する。求める数値は誘発交通を一切含

まず、自動車からの転換も含まない。 

 まず、全国幹線旅客純流動調査7）による都道府県

間のＯＤ表を用いて、現況の鉄道及び航空機利用者

のうち整備後にこの区間の新幹線が最短所要時間経

路となる人数を需要として求める。次に、都道府県

間の所要時間の短縮時間を計算し、各ＯＤごとの利

用者数から総短縮時間を求める。さらに、これに時

間価値8）を乗じて利用者便益を求める。一方、収益

(事業者便益)は、需要から求まる区間ごとの人キロ

に、新幹線の人キロあたりの収益率(図1脚注)を乗

じて算出した。 

その結果として、開業区間に応じて発生する事業

者便益と利用者便益の合計を図1に示す。紙面の都
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図1 総便益の変化 事業者便益と利用者便益の合計・北陸新幹線長野大阪間 (単位（億円/年）) 

注：事業者便益は、区間ごとの人キロに新幹線の平均収益率（東北新幹線・上越新幹線・北陸(長野)新幹線の平均）
を乗じて算出。 全線開業時に、高崎・福井間においても事業者便益が大きく増加するのは、北関東・信越～関西間

の利用が加算されるためである。 



図 2 早期全線開業と段階開業による累積総便益の違い・北陸新幹線長野大阪間  
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想定した開業年次 段階開業：2013 年富山まで、2016 年福井まで、2026 年大阪まで。 

早期全線開業：2011 年富山まで、2013 年福井まで、2016 年大阪まで。 

合で計算過程を詳細に示すことはできないが、ＯＤ

データ、時間価値などすべて公開されている値のみ

を用いており、容易に再現できる計算内容である。 

 このようにして求めた最も堅実と考えられる需要

を用いた便益でも、図1のようにその合計は大きく、

そのなかで利用者便益も相当大きいことがわかる。 

（３）早期開業効果 

 図1から、全線を開業したとき(すなわち関東と関

西が結ばれた時)に総便益が大きくなり、利用者便

益の増加も特に著しいことがわかる。このことは何

十年もかけて段階的に整備するよりも早期に全線開

業する方が総便益が著しく大きくなることを示して

いる。図2は、その数値を用いて開業年次を仮定し

て累積便益を求めたものである。建設区間は全く同

じであるが、途中段階の期間が長いと累積便益は小

さく、両者の差は累積値で１兆円を越える。 

 

５. おわりに 

 本研究では、これまで整備新幹線の効果がわかり

やすく信頼できる形で示されてきたとは言えないた

め、現実の環境の好転とは関係なく否定的な一般認

識がいまだに広がっていることを指摘したうえで、

より明確で信頼度の高い利用者便益による評価方法

を示した。また、早期に開業した時の方が累積総便

益が大きくなることなど重要な議論が抜け落ちてい

る整備新幹線計画に対して、利用者便益による効果

を用いることによって、プロジェクト全体の価値を

より正確に示すことができることを示した。ただし、

本研究で示した便益は、経済波及効果や快適性・安

全性・環境負荷度などの改善効果を含まないもので

便益の全てではないことに注意を要する。 

公共事業の評価にあたっては、採算や効果につい

て楽観的な見方をすることは禁物であるが、必要以

上に過小評価することもまた国民にとっての利益に

ならない。無駄な投資を省いて、優れた事業を厳選

して実行することが求められている現在こそ、すべ

ての事業が正しい評価の基準に基づいて公平に評価

される必要があり、本研究は、整備新幹線も先入観

にとらわれることなく、正確に評価されていく必要

があることを示すものである。  
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